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申請・届出の受付けと行政手続法の規律










































































































( 2 ) 1審判決に関する判例評釈として、木村実・判例評論417号1993年、瀬領真悟・ジ
ュリスト1026号1993年がある。

























( 4 ) 古城誠・判例評釈、ジュリスト臨時増刊平成11年重要判例解説237頁。
( 5 ) 小早川光郎編『ジュリスト増刊・行政手続法逐条研究』有斐閣1996年96"-'99頁。





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(19) 芝池義一 ir行政手続法Jにおける申請・届出に関する一考察J法学論叢139巻 6
号1996年20頁。
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ざるをえない自治体の立場に配慮したものとはいえ、やや無理な法解釈であろ
うo住民基本台帳法における住所がどこにあるかという問題と届出人らの社会
的安全性の問題は別であり、⑧-6事件にかんする判例評釈で皆川治虞がいう
ように、それは「国あるいは自治体が別の政策・観点から対処・規制すべきも
の」である。
最近の判例で、食品衛生法16条(平成15年改正前の規定。以下同じ。)に基
づく届出(販売、営業用食品等の輸入の届出)に対する、同法6条に違反する
との通知(平成8年厚生省生活衛生局長通知「輸入食品等監視指導業務基準」
を根拠とする)に処分性を認めたものがある。多数意見によると、この通知は
「法16条に定める輸入届出に対する応答が具体化されたものであると解され…
上告人に対して、本件食品について、法6条の規定に違反すると認定し、した
がって輸入届出の手続が完了したことを証する食品等輸入居済証を交付しない
と決定したことを通知する趣旨のものということができるJとされるo この書
類がないと関税法70条3項で輸入の許可が受けられなくなる。つまり、この届
出制は許可制に近いものとして運用されており、したがって、この通知そのも
のは伝統的理解では「観念の通知Jに過ぎないが、この段階で争うことを認め
ていいという、救済重視の判断がなされていることになる(これについては、
関税法による不許可処分段階で争えば足りるとする横尾和子判事の反対意見が
ある)。
この判決の多数意見の考え方も、届出そのものに関する事案ではないが、申
請と届出の相対性を認めるものと受け取れるであろう o
(3) 届出の処分性を否定した事例-MKタクシー無償経営届出事件(名
(20) 東京高決平成13年 4月20日判タ1058号66貰。
(21) 法令解説資料総覧261号2003年121頁。
(22) 最判平成16年 4月26日LEX/DB速報重要判例解説no.2004-15、解説北村和生。
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古屋地判平成13年8月29日判タ1074号294頁。本稿では、⑩事件と呼ぶ)
この一方、形式面以外の審査を伴わない届出の不受理については処分性を否
定する判断が示されている。
. 事実の経過
京都市内でタクシ一事業を経営する原告が名古屋進出を企図して、その一環として無
償旅客自動車運送事業を計画、 2001年 5月10日に事業経営届出を被告中部運輸局長宛に
提出した。被告は本件届出に係る「無償タクシーJは法の予定する無償旅客自動車運送
事業にはあたらないとして、これを不受理とした。原告はこれを不受理処分とみて取消
訴訟を提起した。
φ 主な判旨
道路運送法4条1項は、無償旅客自動車運送事業につき届出制を採用しており、同事
業を経営しようとする者は運輸省(現国土交通省。以下同じ。)令の定めるところにより
運輸大臣に届け出なければならないと定めるが、当該届出につき実質的な審査がなされ
ることを前提とした規定は存在しない。また、施行規則は、 34条等で上記届出に関する
具体的方式を定めているが、その内容としては届出書に記載すべき事項及び添付を要す
る書面について規定するのみであって、届出を受理するか否かについて一定の審査が行
われ、当該審査の結果として受理又は不受理が決定され、そのことによって届出による
法律効果が発生する旨の条項又はこれを前提とする条項は存しないし、施行令にもその
ような規定はない。…法44条 1項に基づく届出は、施行規則34条の定める形式上の要件
に適合するものである限り、行政手続法37条所定の時期、すなわち、提出先の事務所へ
の到達時に効力を生ずると解すべきであり、提出先機関によって当該届出が受理される
か否かは上記効力の発生に影響を及ぼさないというべきである。…原告の本件届出は、
本件届出書が被告の事務所に提出された平成13年5月10日にその効力を生じていると解
すべきである。したがって、その 7日後になされた被告による本件届出書の返付行為は
単なる事実上の行為にすぎず、原告の権利ないし法律上の地位に何ら影響を及ぼさない
というべきであるから、取消訴訟の対象となる処分その他公権力の行使に当たる行為に
該当しないJ。
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これは届出の返戻が不受理処分には当たらないという典型的な説示である。
事実関係としても当然の判断とみてよいであろう。ここでは形式面以外の実質
的審査がなされないことが判断の根拠として強調されているo
しかし、届出の成立知何をめぐる争訟形態の問題は依然として残っている。
この届出義務違反には30万円以下の罰金という、それほど軽いとはいえない刑
罰が定められていた(この「無償旅客自動車運送事業の届出」そのものがこの
事件が契機になったのか、廃止されており、罰則は当時の規定による)。した
がって、行政側が不受理とした届出を、届出成立とみて、届出に係る行為・事
業活動を行い、届出義務違反の刑事裁判で理非を争うというのは、やや無理が
あるという旧稿の疑問は依然として残る D これについて、先に引用した『行政
手続法逐条研究』の論議のなかで、塩野宏は、「私は、その場合には端的に、
届出義務を終了したことの確認を求める訴えみたいなものができないかどうか
と思っています」といっている (83頁)。これは新行訴法 4条後段の、実質的
当事者訴訟に関して「公法上の法律関係に関する確認の訴えその他のJという
例示規定が加えられたことと関連して、実際的に生かすことのできる提案にな
ったと思われる口
しかし、同じく「届出」と法文に規定されているものの、一方は申請の実質
を持つものとして不受理処分取消訴訟が可能であり、他方が、行手法の解釈か
らそれが認められないというは、行政訴訟に不慣れな弁護士さんにとっては難
問であろう D いずれの形態でも争いうるような柔軟な法解釈が迅速かつ適格な
救済のためには望まれる D
なお、「八王子市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例」による
工事停止命令の取消訴訟では、首都圏近郊緑地保全法及び東京都立自然公園条
(23) 椎名・前掲論文71頁。
(24) 同じ疑問を表明するものに、山田洋の本事件判例評釈(法令解説資料総覧241号
128頁)がある。
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例に基づく届出について、それが受理・不受理の対応を予定していないという
理由で、八王子市条例3条にいう「法令の規定による許可・認可」にあたらな
いものとされているo
むすびにかえて
主題に関係する最近の判例をできるだけ探したつもりであるが、必ずしも十
分ではないかも知れない。しかし、これまでの判例の分析から次の各点を確認
することができたと考えているo
第一に、行手法の規定が厳格に解される傾向があるが、これはあくまでも二
面関係を重点とする限りにおいてであって、その相手方たる事業者の活動で事
実上の不利益を蒙る利害関係第三者への配慮はあまりなされていない口官頭に
述べたように、ここで扱った事例の多くは、裁判過程で登場する行政とその相
手方だけでなく、申請や届出に係る行為ないし活動で実際にさまざまな影響を
受ける地域住民などが介在する社会的紛争である。現実の場面では一方の主役
である利害関係者が法的紛争という枠組みだとほとんど視野に入ってこない。
これは成立の経過からする現行行手法の特色のマイナス面が現れているといえ
るのではないか。
第二に、自治体行政は利害対立が複雑で困難な申請事案について、なおも従
前と同じく行政指導に依存しており(あるいは、依存せざるをえないのかも知
れないが)、条例により明快な解決を志向するという動きはあまり目立つてい
ない。分権改革はあったものの、なお条例の役割を限定的に解釈しようとする
(25) 工事停止命令等取消請求事件・東京地判平成14年 7月10日、判例自治237号2003
年。
(26) この点については、椎名「行政手続法と住民参加一法成立過程からの考察」椎名
『行政手続法と住民参加j成文堂1999年参照。
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傾向は強く、その一方で、自治体現場でも地域の問題解決に条例を生かして対
処するという意欲に乏しい感がある。ここには、⑥事件で見たように、せっか
くの条例でもその実効性が司法制度を通じて担保されないという、法律学者の
多数説に反した最高裁判例の問題もある。しかし、⑤事件でみたように、条例
と要綱ではやはり自治体行政の根拠付けとしては大きな違いがある。この点は
自治体関係者の奮起を期待しておきたし」
行手法は「行政運営における公正の確保と透明性の向上を図る」という目的
を掲げているo 行政の相手方にとってはこの目的が徐々に実現しつつあるとい
ってよいのかもしれないが、一般市民にとって公正かつ透明性が高い行政運営
という観点から見たとき、この法律はどう評価されるのであろうか。このよう
な疑問を提示することで、むすびに代えたいと思う。
(原稿提出:2004年9月)
(27) 平成14年 7月9日地方自治判例百選84頁。
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